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議案第２８号 

令 和 元 年 度 

那 覇 市 一 般 会 計 補 正 予 算 

（第 ８ 号） 

  令和元年度那覇市の一般会計の補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,667,552 千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ 155,109,908 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 既定の繰越明許費の追加及び変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 既定の債務負担行為の追加及び廃止は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 既定の地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 
 

   令和２年２月 12日提出 

那覇市長 城 間 幹 子     
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第２表 　繰越明許費補正

　１　追　　加 単位：千円

事　　　　業　　　　名 金　　　額

2 総 務 費 3,463,999

1 総 務 管 理 費 3,463,999

首里城再建支援プロジェクト事業 1,600,000

小禄支所建設整備事業 34,870

歴史資料編集・普及事業 1,210

新文化芸術発信拠点施設整備事業 1,821,264

新文化振興基本計画策定事業 6,655

3 民 生 費 332,011

1 社 会 福 祉 費 5,933

那覇市壷川老人福祉センター耐震診断事業 5,933

2 児 童 福 祉 費 326,078

老朽化保育所増改築等事業 233,481

待機児童解消等加速化事業 32,219

石嶺小区児童クラブ活動拠点整備事業 26,003

大道こども園増改築事業 8,073

天妃こども園園舎建設事業 25,194

識名小区児童クラブ活動拠点整備事業 1,108

款 項
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事　　　　業　　　　名 金　　　額款 項

6 農 林 水 産 業 費 104,865

3 水 産 業 費 104,865

那覇空港南側船揚場整備整備事業 104,865

7 商 工 費 528,645

1 商 工 費 528,645

那覇市プレミアム付商品券事業 193,941

観光協会空調設備整備事業 9,036

沖縄の食の魅力発信拠点整備事業 325,668

8 土 木 費 774,579

1 土 木 管 理 費 9,123

地下壕対策事業 2,500

那覇市住生活基本計画改定業務 6,623

2 道 路 橋 り ょ う 費 142,122

私道整備補助金 2,332

道路維持事業 35,042

道路新設改良事業（単独） 14,992

バス停上屋整備事業 18,615

交流オアシス整備事業 11,100

歴史散歩道整備事業 11,128

交通安全施設整備事業（特交金） 38,913
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事　　　　業　　　　名 金　　　額款 項

交通安全施設整備事業（特交金） 4,000

橋りょう長寿命化修繕事業 6,000

4 都 市 計 画 費 222,128

景観形成推進事業 1,000

沖縄都市モノレールインフラ外整備事業 8,750

無電柱化引込設備事業負担金 2,855

都市計画マスタープラン策定事業 3,005

立地適正化計画策定事業 1,209

街路樹維持管理費 5,008

街路整備事業（単独） 4,810

モノレール・インフラ等修繕 21,000

沖縄都市モノレール延長事業 37,992

公園維持管理費 7,000

公園整備事業（沖縄振興公共投資交付金） 64,499

亜熱帯庭園都市の公園美化事業 20,000

福州園再整備事業 45,000

5 住 宅 費 401,206

市営住宅維持管理費 15,534

市営住宅ストック総合改善事業 46,355

市営住宅ストック総合改善事業（防災安全） 111,478
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事　　　　業　　　　名 金　　　額款 項

市営住宅ストック総合改善事業（改良住宅） 161,229

真地市営住宅建替事業 59,276

那覇市市営住宅ストック総合活用計画改定事業 7,334

9 消 防 費 47,400

1 消 防 費 47,400

（仮称）小禄南出張所整備事業 47,400

10 教 育 費 2,700,332

2 小 学 校 費 2,323,053

小学校管理運営費 12,466

小学校防災強化事業（昇降機） 12,705

小学校環境整備事業（トイレ整備） 95,845

城南小学校擁壁改修工事 38,991

小学校環境整備事業（屋内運動場照明整備） 5,654

小学校教材等整備費 538

石嶺小学校校舎建設事業 1,360,127

高良小学校校舎建設事業 136,103

神原小学校屋内運動場建設事業 106,139

学校施設耐震化事業（安謝小学校耐震改修） 30,508

開南小学校屋内運動場建設事業 83,716

宇栄原小学校屋内運動場建設事業 83,919
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事　　　　業　　　　名 金　　　額款 項

高良小学校屋内運動場建設事業 76,015

上間小学校屋内運動場建設事業 96,964

天妃小学校屋内運動場建設事業 85,560

識名小学校校舎建設事業 30,944

与儀小学校校舎建設事業 36,643

与儀小学校屋内運動場建設事業 8,853

地域・学校連携施設（石嶺小）建設事業 20,295

地域・学校連携施設（与儀小）建設事業 1,068

3 中 学 校 費 347,384

中学校防災強化事業（昇降機） 5,482

中学校空調機機能復旧事業 36,949

中学校環境整備事業（トイレ整備） 53,498

鏡原中学校屋内運動場建設事業 166,440

神原中学校校舎建設事業 10,000

安岡中学校屋内運動場建設事業 75,015

5 社 会 教 育 費 26,757

小禄道路敷設に伴う埋蔵文化財発掘調査 26,290

博物館管理運営費 467
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事　　　　業　　　　名 金　　　額款 項

6 保 健 体 育 費 3,138

高良小学校給食調理場改築事業 3,138

7,951,831合 計
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　２　変　　更

8

2

4

公園整備事業（社会資本整備総合交付金） 83,000 公園整備事業（社会資本整備総合交付金） 163,890

街路整備事業（公共投資交付金） 201,215 街路整備事業（公共投資交付金） 731,868

都 市 計 画 費 284,215 895,758

道路維持管理事業 17,600 道路維持管理事業 35,307

1,229,199

単位：千円

款 項
補正前 補正後

事業名 金額 事業名 金額

土 木 費 520,815

道路新設改良事業（社会資本交付金） 219,000 道路新設改良事業（社会資本交付金） 298,134

道 路 橋 り ょ う 費 236,600 333,441

合　　　　　　計 520,815 1,229,199
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第３表　債 務 負 担 行 為 補 正

１　追　加 単位：千円

２　廃　止 単位：千円

令和元年度から
令和３年度まで

事　　　項 期　　　間 限　度　額

事　　項 期　　間 限　度　額

宇栄原市営住宅第５期建替事業（市営住宅課） 2,228,154

人材育成支援センターまーいまーいNaha管理運営事業（オープニングセ
レモニー業務委託）
（生涯学習課）

令和元年度から
令和２年度まで

497
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第４表　地 方 債 補 正

　変　更 単位：千円

限度額 起債の方法 利率 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

1 庁舎建設事業 31,700 30,200

2 公立文化施設整備事業 1,031,700 957,300

4 道路整備事業 111,300 88,400

5 都市計画事業 311,200 179,200

6 都市公園整備事業 232,400 207,100

7 市営住宅建設事業 970,900 939,500

8 社会福祉施設整備事業 148,000 111,400

9 消防施設整備事業 196,400 187,900

10 教育施設整備事業 2,408,600 1,665,300

起債の目的
補正前 補正後

償還の方法

証書借入又
は証券発行

　年５％以内（た
だし、利率見直し
方式で借り入れる
資金について、利
率の見直しを行っ
た後においては、
当該見直し後の利
率）

　
　償還期間は、据置期間を含め
30年以内とする。
　償還方法は、元利均等、元金
均等等による。
　ただし、財政の都合により、
据置期間中であっても繰上償還
し、償還年限を変更し、又は借
り換えることができる。
　

　

補正前に同じ
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　　補 正 予 算 給 与 費 明 細 書

１　特別職 単位　千円

職員数
　　　

給　　  与 　　 費

区 分 （人） 報酬 給料 期末手当 その他の手当 計 共 済 費 合　計

長等
5 0 50,424 16,137 0 66,561 12,255 78,816

議員
40 283,056 0 90,578 0 373,634 105,021 478,655

その他の
特別職

2,357 1,727,068 0 0 0 1,727,068 432,691 2,159,759

計
2,402 2,010,124 50,424 106,715 0 2,167,263 549,967 2,717,230

長等
5 0 50,424 16,137 0 66,561 12,255 78,816

議員
40 283,056 0 90,578 0 373,634 105,021 478,655

その他の
特別職

2,369 1,784,122 0 0 0 1,784,122 444,573 2,228,695

計
2,414 2,067,178 50,424 106,715 0 2,224,317 561,849 2,786,166

長等
0 0 0 0 0 0 0 0

議員
0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特別職

△ 12 △ 57,054 0 0 0 △ 57,054 △ 11,882 △ 68,936

計
△ 12 △ 57,054 0 0 0 △ 57,054 △ 11,882 △ 68,936

補
正
後

補
正
前

比
較
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　２　一般職　

　（１）　総括 　単位　千円

職員数

区分 　（人） 報酬 給料 職員手当 計 共　済　費 合　計

補正後 2,088(56) 0 7,764,240 5,805,050 13,569,290 2,919,220 16,488,510

補正前 2,082(56) 0 7,907,590 5,929,055 13,836,645 2,982,570 16,819,215

比　較 6(0) 0 △ 143,350 △ 124,005 △ 267,355 △ 63,350 △ 330,705

※（）内は、再任用短時間勤務職員で、外書である。

  職員手当の内訳  単位　千円

区　分 扶養手当 　地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 管理職手当 期末手当

補正後 264,070 3,670 259,400 155,000 44,858 119,036 1,767,170  

補正前 270,870 3,670 265,750 159,200 45,258 120,357 1,813,920  

比　較 △ 6,800 0 △ 6,350 △ 4,200 △ 400 △ 1,321 △ 46,750  

区　分 勤勉手当
　時間外勤務

手当等
夜間勤務手当

義務教育特別
手当

退職手当
初任給調整

手当
単身赴任手当

補正後 1,258,080 543,289 10,624 1,750 1,366,000 12,103 0  

補正前 1,302,080 557,473 10,624 1,750 1,366,000 12,103 0  

比　較 △ 44,000 △ 14,184 0 0 0 0 0  

給　　　与　　　費
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位　千円　　
区　分 増減額 備　考

 給与改定に伴う増減分 10,121 人事院勧告等に伴う増減分 人事院勧告等に準じた改定
　行政職給料表
　　初任給及び若年層の水準を引上げ改
　　定（初任給2,000円～1,500円引上げ、
　　その他は1,500～200円の引上げ）
　その他の給料表
　　行政職給料表との均衡を基に改定
　　給与改定の時期　平成31年4月1日

給　料 △ 143,350

 その他の増減分 △ 153,471 職員の変動に伴う増減分 職員数の異動状況
19,915 現在日　　　　　　職員数

H31.04.01        2,096(再任用73)
休職等による増減分 R01.12.01        2,088(再任用56)

△ 100,689 比較             　   △8(再任用△17)人
※（）内は、再任用短時間勤務職員で、外書である。

その他の増減分 　育児休業80人　病気休職7人
△ 72,697 　合計　87人（1月以上無給休業）

制度改正に伴う増減分 5,243 期末手当 2,856 期末手当　給料表改定に伴う増

勤勉手当 2,387 勤勉手当　給料表改定に伴う増
　　　　　　　

 職員手当 △ 124,005

その他の増減分 △ 129,248 扶養手当 △ 6,800

地域手当 0

住居手当 △ 6,350

通勤手当 △ 4,200

特殊勤務手当 △ 400

管理職手当 △ 1,321

期末手当 △ 49,606

勤勉手当 △ 46,387

時間外勤務手当等 △ 14,184

夜間勤務手当 0

義務教育特別手当 0

退職手当 0

初任給調整手当 0

単身赴任手当 0

                     増減事由別内訳 説　明
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１　追　加 単位：千円

期　間 金　額 期　　間 金　額 国県支出金 地方債 その他

人材育成支援センターまーいまーいNaha管理運
営事業（オープニングセレモニー業務委託）
（生涯学習課）

497
令和元年度から
令和２年度まで

497 497

２ 廃　止 単位：千円

事　　項 区　　分
期　   間 金　額 国県支出金 地 方 債 その他

補正前
令和元年度から
令和３年度まで

2,228,154 1,666,830 554,900 6,424 0

補正後 - - - 

宇栄原市営住宅第５期建替事業（市営住宅課）

2,228,154

限　度　額
当該年度以降の支出予定額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書 の 補 正

- 

前年度末までの支出
（見込）額

特 　定 　財 　源
 一般財源

左　 の　 財　 源　 内　 訳

事　　項 限　度　額
当該年度以降の支出予定額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一般財源
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単位：千円

令和元年度中増減見込

区　　分 令和元年度中起債見込額 令和元年度中元金償還見込額

補正前の額 補正額 補正後の額 補正前の額 補正額 補正後の額 補正前の額 補正額 補正後の額

１　普　通　債 75,688,832 75,240,614 6,777,100 △ 1,075,900 5,701,200 7,041,747 12,900 7,054,647 74,975,967 △ 1,088,800 73,887,167

 (1) 総務 5,403,333 5,413,533 1,896,800 △ 75,900 1,820,900 523,913 523,913 6,786,420 △ 75,900 6,710,520

 (2) 民生 535,515 535,515 148,000 △ 36,600 111,400 60,580 60,580 622,935 △ 36,600 586,335

 (3) 衛生 876,780 858,831  181,895 1,179 183,074 676,936 △ 1,179 675,757

 (4) 商工 769,995 763,896 211,500 211,500 122,593 807 123,400 852,803 △ 807 851,996

 (5) 土木 27,086,938 27,113,647 654,900 △ 180,200 474,700 2,778,996 114 2,779,110 24,989,551 △ 180,314 24,809,237

 (6) 住宅 14,378,520 14,133,320 970,900 △ 31,400 939,500 762,360 762,360 14,341,860 △ 31,400 14,310,460

 (7) 消防　 2,467,070 2,278,219 196,400 △ 8,500 187,900 439,637 3,272 442,909 2,034,982 △ 11,772 2,023,210

 (8) 教育 23,144,522 23,125,393 2,408,600 △ 743,300 1,665,300 1,823,861 7,528 1,831,389 23,710,132 △ 750,828 22,959,304

 (9) 農林水産       

(10) 病院 1,026,159 1,018,260 290,000 290,000 347,912 347,912 960,348  960,348

２　災　害　復　旧　債 55,700 55,700 55,700 55,700

 (1) 土木 55,700 55,700   55,700 55,700

 (2) 衛生   

３　そ　の　他 54,577,712 54,563,954 4,477,000 4,477,000 3,826,319 3,826,319 55,214,635 55,214,635

 (1) 住民税等減税補てん債 952,122 952,122  209,668 209,668 742,454 742,454

 (2) 臨時税収補てん債      

 (3) 臨時財政対策債 53,347,197 53,333,439 4,477,000 4,477,000 3,591,124 3,591,124 54,219,315  54,219,315

 (4) 地域再生事業債      

 (5) 国の予算等貸付金債 278,393 278,393  25,527 25,527 252,866  252,866

合　　計 130,322,244 129,860,268 11,254,100 △ 1,075,900 10,178,200 10,868,066 12,900 10,880,966 130,246,302 △ 1,088,800 129,157,502

　 地　　方　　債　　に　　関　　す　　る　　調　　書　　の　　補　　正

平成30年度末現在高
令和元年度末現在高見込額 

平成30年度末
見込額

平成30年度末
決定額
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病院事業債管理特別会計





                                          議案第２９号 

令 和 元 年 度 

那 覇 市 病 院 事 業 債 管 理 特 別 会 計 補 正 予 算 

（ 第 １ 号 ） 

 

 元号を改める政令（平成 31 年政令第 143 号）の施行に伴い、「平成 31 年度那覇市病院事業債管理特別

会計予算」の名称を「令和元年度那覇市病院事業債管理特別会計予算」とし、また、予算における改元日

以降の元号による年表示については、「令和」に読み替えるものとする。 

 令和元年度那覇市の病院事業債管理特別会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

  （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 552 千円を減額し、歳入歳出予算の総額を 

歳入歳出それぞれ 348,449 千円とする。 

 ２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、 

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和２年２月 12日提出 

                                   那覇市長 城 間 幹 子  
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介 護 保 険 事 業 特 別 会 計





議案第３０号  

令 和 元 年 度 

那 覇 市 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 

（第 ４ 号） 

 

  令和元年度那覇市の介護保険事業特別会計の補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

  

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 714,175 千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出 

それぞれ 27,414,930 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表 歳入 

歳出予算補正」による。 

 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 213 条第 1項の規定により、翌年度に繰り越して使用することが 

できる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

 

（債務負担行為の補正） 

第３条 既定の債務負担行為の廃止は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 

令和２年２月 12日提出 

                               那覇市長 城 間 幹 子 
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第２表 　繰越明許費

単位：千円

事　　　　業　　　　名 金　　　額

1 総 務 費 70,560

1 総 務 管 理 費 70,560

地域医療介護施設整備等助成事業 70,560

70,560

款 項

合 計
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第３表　債 務 負 担 行 為 補 正

廃　止 単位：千円

事　　　項 期　　　間 限　度　額

在宅医療・介護連携推進事業（平成29年度設定　消費税率引上げ追加
分）

令和元年度から
令和３年度まで

970
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　　補 正 予 算 給 与 費 明 細 書

１　特別職 単位　千円

職員数
　　　

給　　  与 　　 費

区 分 （人） 報酬 給料 期末手当 その他の手当 計 共 済 費 合　計

長等 0 0 0 0 0 0 0 0

議員 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 161 166,655 0 0 0 166,655 21,959 188,614

計 161 166,655 0 0 0 166,655 21,959 188,614

長等 0 0 0 0 0 0 0 0

議員 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 161 170,293 0 0 0 170,293 21,959 192,252

計 161 170,293 0 0 0 170,293 21,959 192,252

長等 0 0 0 0 0 0 0 0

議員 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 △ 3,638 0 0 0 △ 3,638 0 △ 3,638

計 0 △ 3,638 0 0 0 △ 3,638 0 △ 3,638

補
正
後

補
正
前

比
較
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　２　一般職　

　（１）　総括 　単位　千円

職員数

区 分 　（人） 報酬 給料 職員手当 計 共　済　費 合　計

　　　　　　　　　　補　　   正 　　  後 47 0 153,226 94,935 248,161 55,132 303,293

　　　　　　　　　　補　　   正 　　  前 47 0 171,226 101,435 272,661 61,632 334,293

      　　 　　　　 比 　　　　　　　　較 0 0 △ 18,000 △ 6,500 △ 24,500 △ 6,500 △ 31,000

  職員手当の内訳  単位　千円

区　分 扶養手当 　地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
管理職手当 期末手当

補正後 5,442 0 7,122 4,551 96 1,725 36,262  

補正前 5,442 0 8,622 4,551 96 1,725 39,262

比　較 0 0 △ 1,500 0 0 0 △ 3,000  

区　分 勤勉手当
　時間外勤務

手当等
夜間勤務手

当
義務教育特

別手当
退職手当

補正後 26,097 13,640 0 0 0  

補正前 28,097 13,640 0 0 0  

比　較 △ 2,000 0 0 0 0 　  

給　　　与　　　費

　　補 正 予 算 給 与 費 明 細 書
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位　千円　　

区　分 増減額 備　考

 給与改定に伴う増減分

297 297

人事院勧告等に準じた改定
　行政職給料表
　　初任給及び若年層の水準を引上げ改
　　定（初任給2,000円～1,500円引上げ、
　　その他は1,500～200円の引上げ）
　その他の給料表
　　行政職給料表との均衡を基に改定
　　給与改定の時期　平成31年4月1日

給　料 △ 18,000 その他の増減分 △ 18,297 休職等による増減分 △ 18,297

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位　千円　　

区　分 増減額 備　考

制度改正に伴う増減分 116 期末手当 68 期末手当　給料表改定に伴う増

勤勉手当 48 勤勉手当　給料表改定に伴う増

 職員手当 △ 6,500 その他の増減分 △ 6,616 扶養手当 0

地域手当 0

住居手当 △ 1,500

通勤手当 0

特殊勤務手当 0

管理職手当 0

期末手当 △ 3,068

勤勉手当 △ 2,048

時間外勤務手当等 0

夜間勤務手当 0

義務教育特別手当 0

退職手当 0

                     増減事由別内訳

                     増減事由別内訳 説　明

説　明

-118-

-118-



廃　止 単位：千円

期　　間 金　額 国県支出金 地方債 その他

補正前
令和２年度から
令和３年度まで

970 560 223 187

補正後 - - -

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書 の 補 正

事　　項

左　の　財　源　内　訳

一般財源
特　定　財　源

当該年度以降の支出予定額

在宅医療・介護連携推進事業（平成29年度
設定　消費税率引上げ追加分）（ちゃーが
んじゅう課）

区分 限度額

970

-
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国民健康保険事業特別会計





 

 

議案第３１号 

令 和 元 年 度 

那 覇 市 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 

（第 ３ 号） 

令和元年度那覇市の国民健康保険事業特別会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによ
る。 

（歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ580,837千円を減額し、歳入歳出予算の
総額を歳入歳出それぞれ38,469,753千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金
額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和２年２月12日提出 
那覇市長 城 間 幹 子 
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　　補 正 予 算 給 与 費 明 細 書

１　特別職 単位　千円

職員数
　　　

給　　  与 　　 費

区 分 （人） 報酬 給料 期末手当 その他の手当 計 共 済 費 合　計

長等
0 0 0 0 0 0 0 0

議員
0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特別職

81 120,757 0 0 0 120,757 19,367 140,124

計
81 120,757 0 0 0 120,757 19,367 140,124

長等
0 0 0 0 0 0 0 0

議員
0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特別職

81 121,021 0 0 0 121,021 19,367 140,388

計
81 121,021 0 0 0 121,021 19,367 140,388

長等
0 0 0 0 0 0 0

議員
0 0 0 0 0 0

その他の
特別職

0 △ 264 △ 264 0 △ 264

計
0 △ 264 0 0 0 △ 264 0 △ 264

補
正
後

補
正
前

比
較
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　２　一般職　

　（１）　総括 　単位　千円

職員数

区分 　（人） 報酬 給料 職員手当 計 共　済　費 合　計

補正後 54(0) 0 172,481 104,678 277,159 60,203 337,362

補正前 54(0) 0 174,481 106,278 280,759 62,803 343,562

比　較 0(0) 0 △ 2,000 △ 1,600 △ 3,600 △ 2,600 △ 6,200

※（）内は、再任用短時間勤務職員で、外書である。

  職員手当の内訳  単位　千円

区　分 扶養手当 　地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 管理職手当 期末手当

補正後 3,956 0 7,227 5,323 1,812 1,878 38,597  

補正前 3,956 0 7,227 5,323 1,812 1,878 39,397  

比　較 0 0 0 0 0 0 △ 800  

区　分 勤勉手当
　時間外勤務

手当等
夜間勤務手当

義務教育特別
手当

退職手当
初任給調整

手当
単身赴任手当

補正後 27,569 18,316 0 0 0 0 0  

補正前 28,369 18,316 0 0 0 0 0  

比　較 △ 800 0 0 0 0 0 0  

給　　　与　　　費
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位　千円　　
区　分 増減額 備　考

 給与改定に伴う増減分 561 人事院勧告等に伴う増減分 人事院勧告等に準じた改定
　行政職給料表
　　初任給及び若年層の水準を引上げ改
　　定（初任給2,000円～1,500円引上げ、
　　その他は1,500～200円の引上げ）
　その他の給料表
　　行政職給料表との均衡を基に改定
　　給与改定の時期　平成31年4月1日

給　料 △ 2,000

 その他の増減分 △ 2,561 職員の変動に伴う増減分 職員数の異動状況
1,485 現在日　　　　　　職員数

H31.04.01       54
休職等による増減分 R01.10.01        55

△ 4,204 比較             　1人
　育児休業 3人

その他の増減分
158

制度改正に伴う増減分 218 期末手当 127 期末手当　給料表改定に伴う増

勤勉手当 91 勤勉手当　給料表改定に伴う増
　　　　　　　

 職員手当 △ 1,600

その他の増減分 △ 1,818 扶養手当 0

地域手当 0

住居手当 0

通勤手当 0

特殊勤務手当 0

管理職手当 0

期末手当 △ 927

勤勉手当 △ 891

時間外勤務手当等 0

夜間勤務手当 0

義務教育特別手当 0

退職手当 0

初任給調整手当 0

単身赴任手当 0

                     増減事由別内訳 説　明

-137-

-137-



後期高齢者医療特別会計





 

 

議案第３２号 

令 和 元 年 度 

那 覇 市 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 補 正 予 算 

（第 ２ 号） 

令和元年度那覇市の後期高齢者医療特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 86,649 千円を追加し、歳入歳出予算の総
額を歳入歳出それぞれ3,507,245千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金
額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和２年２月12日提出 
那覇市長 城 間 幹 子 
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土地区画整理事業特別会計





 

議案第３３号 

 

令 和 元 年 度 

那 覇 市 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 

（ 第 １ 号 ） 

元号を改める政令（平成 31 年政令第 143 号）の施行に伴い、「平成 31 年度那覇市土地区画整理事業特別会計

予算」の名称を「令和元年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算」とし、また、予算における改元日以降の元

号による年表示については、「令和」に読み替えるものとする。 

令和元年度那覇市の土地区画整理事業特別会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 5,688 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ 23,349 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１

表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和２年２月 12日提出                 

 
那覇市長 城 間 幹 子 
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市街地再開発事業特別会計





 

議案第３４号 

令 和 元 年 度 

那 覇 市 市 街 地 再 開 発 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 

（ 第 １ 号 ） 

元号を改める政令（平成31年政令第143号）の施行に伴い、「平成31年度那覇市市街地再開発事業特別会計予算」

の名称を「令和元年度那覇市市街地再開発事業特別会計予算」とし、また、予算における改元日以降の元号による年表

示については、「令和」に読み替えるものとする。 

令和元年度那覇市の市街地再開発事業特別会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 13,152 千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ1,486,840千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳

入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第213条第1項の規定により、翌年度に繰り越して使用することが

できる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（地方債の補正） 

第３条 既定の地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

令和２年２月12日提出                 
那覇市長 城 間 幹 子 
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第２表 　繰越明許費

単位：千円

事　　　　業　　　　名 金　　　額

1 都市再開発事業費 1,087,460

1 都市再開発事業費 1,087,460

農連市場地区市街地再開発事業（防災街区整備事業） 1,087,460

1,087,460

款 項

合 計
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第３表　地 方 債 補 正

変　更 単位：千円

限度額 起債の方法 利率 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

1 都市再開発事業 365,900 365,800

起債の目的
補正前 補正後

償還の方法

証書借入又
は証券発行

　年５％以内（た
だし、利率見直し
方式で借り入れる
資金について、利
率の見直しを行っ
た後においては、
当該見直し後の利
率）

　
　償還期間は、据置期間を含め
30年以内とする。
　償還方法は、元利均等、元金
均等等による。
　ただし、財政の都合により、
据置期間中であっても繰上償還
し、償還年限を変更し、又は借
り換えることができる。
　

　

補正前に同じ
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単位：千円

令和元年度中増減見込

区　　分 令和元年度中起債見込額 令和元年度中元金償還見込額

補正前の額 補正額 補正後の額 補正前の額 補正額 補正後の額 補正前の額 補正額 補正後の額

１　普　通　債 3,721,000 3,597,500 365,900 △ 100 365,800 222,333 △ 11,600 210,733 3,741,067 11,500 3,752,567

 (1) 土木 3,721,000 3,597,500 365,900 △ 100 365,800 222,333 △ 11,600 210,733 3,741,067 11,500 3,752,567

２　そ　の　他　 111,613 111,613 0 0 0 10,927 0 10,927 100,686 0 100,686

 (1) 国の予算等貸付金債 111,613 111,613 0 0 0 10,927 0 10,927 100,686 0 100,686

合　　計 3,832,613 3,709,113 365,900 △ 100 365,800 233,260 △ 11,600 221,660 3,841,753 11,500 3,853,253

　 地　　方　　債　　に　　関　　す　　る　　調　　書　　の　　補　　正

平成30年度末現在高
令和元年度末現在高見込額 

平成30年度末
見込額

平成30年度末
決定額
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